
















本 間 佳 子
論　説
1 ）　UN Document, A/C.1/71/L.41, General and complete disarmament: taking forward 






















































































同年 4 月の NPT 再検討会議第 2 回準備委員会で，「核兵器の人道的影響に
関する共同声明」第 3 回が発表され，この時の賛同国は80か国に上った。そ
して，同年12月の国連総会第一委員会で，「核兵器の人道的影響に関する共
同声明」第 4 回が発表され，この時の賛同国は国連加盟国の 3 分の 2 を超え
る125か国に達した
４）








































（SGI）やピースデポ（Peace Depot Inc.），平和のための市長会（Mayors for 
Peace）など多数の NGO が参加した。NGO 提出の文書は31通に上り，その
他研究機関などが提出した文書は 3 通であった。
2 　OEWG での討議の方法











　 5 月に行われた OEWG では，各一人ずつのパネリスト（パネルⅥだけは 2
























　OEWG は，NPT 第 6 条に定められた「核軍縮への実効的な措置を取るべ
く誠実に交渉する義務」（核軍縮義務）に焦点を当て，1995年における NPT 延
長に伴う決議，2000年，2010年の NPT 再検討会議での合意文書に言及しつ












































































































































の共同行動」の内容は，（ 1 ）NPT 体制の強化，（ 2 ）CTBT 早期発効，核
兵器用分裂性物質生産禁止条約（FMCT）の早期交渉開始の呼びかけ，（ 3 ）
核戦力の透明性向上，（ 4 ）核兵器の非人道性への深い懸念がすべての取組
7 ）　UN Document, A/C.1/71/L.26, United action with renewed determination towards the 





























8 ）　創価大学創立者である池田大作 SGI 会長は，2017年 1 月26日発表の「第42回『SGI の日』
記念提言」において，核抑止論からの脱却を訴えるとともに，日本が核保有国や他の核依存国
142　　創価ロージャーナル第10号
　また，核戦力の透明性向上，核兵器の非人道性や被爆の実相に関する認識
の向上など，両決議に共通する内容について，積極的かつ具体的な取組みを
示すことが期待される。
　より根本的には，可及的速やかに「核の傘」からの脱却，すなわち，核の
抑止力に依存する安全保障政策の転換を図るべきである。このことは，安保
条約を廃棄するなどのドラスティックな方法を採ることを必ずしも意味しな
い。日本は，世界で唯一の戦争被爆国として，米国に対し，従来からの日本
の国是である非核三原則（核兵器を持たず，作らず，持ち込ませない）を堅持する
ことを示すことは，困難なことではないはずである。非核三原則を厳格に遵
守し，核兵器廃絶へ向けてモラトリアムをやめて現実の一歩を踏み出すとい
う決意さえすれば，日本は核兵器禁止条約を肯定し，自ら批准することがで
きるはずである。
　広島・長崎での被爆の経験を持つ日本が，核兵器に対してこのような態度
を執ることは理にかなったことであり，かえって，現在の米国追随の姿勢
は，日本の哲学不在と感じられ，国際社会において信頼を得られない原因と
なっていると思われる。
　なお，日本政府の態度は遺憾なものであるが，日本の NGO，個人として
の日本人が，多数，核兵器廃絶の活動に積極的にかかわっている。国家の態
度とは別に，個人としての日本人，または市民社会としての日本の NGO 等
が，この問題にどれだけ貢献できるかはたいへん重要なことであり，政府は
そういった，個人や団体の自発的な核兵器廃絶へ向けた行動を奨励し，サポ
ートするべきである。
 以上
を含めた多くの国々に国連の核兵器禁止条約の交渉会議への参加を呼び掛けるよう提案してい
る。なお，2017年は，戸田城聖創価学会第二代会長の「原水爆禁止宣言」発表から60周年にな
る。
